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１．はじめに 

 東京国際空港国際線地区では国際線 9 万回への増枠に対応するため，PFI 事業によりエプロンの拡充を図

っている．また，エプロンへの取付誘導路の整備として，液状化対策工および舗装工を中心とした国直轄工

事が，2014 年の一部供用開始に向けて行われた．  

 本報は，取付誘導路の液状化対策として行われた対策工事のうち，既設の幹線排水管が施工範囲の近傍に

あるために採用された高圧噴射攪拌工法について報告するものである． 

２．施工概要 

 図-1 に本工事の施工箇所を示す．本工事は，B 誘導路からエプロン

にかけての取付誘導路の液状化対策を行うものである．事業境界より

エプロン側については，PFI 事業として締固め工法および機械撹拌工

法により液状化対策が行われている．また，事業境界より B 滑走路側

については，国直轄事業として，B 滑走路建設時に締固め工法による

液状化対策が行われている．本工事で対象となるのは，新設される取

付誘導路の未対策箇所である．当該施工エリアは B滑走路運用のため，

作業時間が限定されている．このため，空港の滑走路や誘導路の液状

化対策として実績のある静的圧入締固め工法が採用された 1)．ただし，

対策エリアの一部については既設幹線排水管に近接しており，変位等

の影響が懸念されたため 2)，静的圧入締固め工法は適用できなかった．

また，当該対策範囲の土質は細粒分含有率が 40％以上の箇所が多いた

め 1)，薬液注入工法の適用もできなかった．そこで，幹線排水管の近

傍については高圧噴射攪拌工法(V-JET 工法 3))が採用された． 

 図-2 に高圧噴射撹拌工法の改良範囲および計測位置を示す．高圧噴

射攪拌工は有効径がφ3,500mm で，標準型が 11 本，揺動型が 8 本の

合計 19 本である．造成長は，いずれも 10.1m である．改良範囲の近

傍には既設の幹線排水管(φ1650×3 条)が存在する．このため，幹線排

水管の健全性を確保しながら施工する必要があった．そこで，幹線排

水管側の 1 列については，施工時に発生する地盤の緩みを最小限にす

るために，揺動型の噴射による施工を採用し，半円形状となるように

配置した．また半円形状にすることにより，高圧噴射攪拌工法の噴射

ノズルが幹線排水管側へ向けることなく施工することも可能となった．  

 図-3 に標準断面図を示す．対象となる土層は，N＝7～13 の As1 層(砂

質土)と，N＝2～5 の Ac2U 層(粘性土)である．高圧噴射攪拌工法は，

一般的に土質と N 値から有効径を設定しているが，これら 2 つの土層
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に対し同じ造成時間で施工すると，有効径が大きく異なるものと

なる．そこで，表-1 の設計仕様一覧に示すように，土層ごとに造

成時間を変化させ，有効径の均一化を図った． 

 写真-1 に施工状況を示す．当現場は夜間のみの施工で，昼間は

開放する必要があるため，車載式プラントを採用した．施工順序

は，幹線排水管への影響を少なくするため，幹線排水管側を先行

し，順次離れる方向に施工した．削孔は，φ142mm(回転)または

φ200mm(揺動)のケーシングパイプを使用した先行削孔方式にて

行った．削孔が完了した後，表-1 に示す仕様にて造成を行った． 

 幹線排水管への影響を監視するため，幹線排水管の直上に沈下

棒を設置し，トータルステーションを使用した計測管理を行った．

また，施工エリアと既設排水管の間に多段式傾斜計を設置し，地

中の側方変位を計測した．効果確認については，施工後にチェッ

クボーリングを 3 箇所行い，一軸圧縮試験により強度を確認した． 

３．施工結果 

 図-4 に，施工エリア側に設置した多段式傾斜計による地中側方

変位の計測結果を示す．幹線排水管の許容変位量(管理値)±87mm

に対し，最大の変位量は最大で 5.9mm であった．また，幹線排水

管側に設置した傾斜計による地中側方変位の計測結果は，最大で

4.0mm であった．幹線排水管に設置した沈下棒による鉛直変位の

計測結果では，幹線排水管の許容変位量(管理値)±87mm に対し，

最大で 5.1mm であった．また，事前および事後にトータルステー

ションにより排水管を直接計測し，動いていないことを確認した． 

 表-2 に一軸圧縮試験結果を示す．目標強度が As1 層(砂質土層)

で 3.0MN/m2，Ac2U 層(粘性土層)で 1.0MN/m2 であったのに対し，

全ての層で目標強度を満足する結果が得られた． 

 このように，水平変位および鉛直変位は許容変位量に対し 1 割

以下で，幹線排水管の健全性を確保しながら施工が完了した． 

４．まとめ 

 供用中の空港施設である幹線排水管の近傍にて，高圧噴射攪拌

工法(V-JET 工法)を併用して液状化対策を行った．この結果，揺動

型の施工を併用し，計測管理を行うことにより，既設幹線排水管

の健全性を確保しながら施工することができた． 
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表-1 設計仕様一覧 
タイプ V2

A B
噴射圧力 (MPa) 35

硬化材吐出量 (L/min) 360

有効径 
(m) 

砂質土    N≦50
粘性土   N≦3

3.5 4.0 

砂質土  50＜N≦100
粘性土 3＜N≦5

3.2 3.6 

砂質土 100＜N≦150
粘性土 5＜N≦7

2.8 3.2 

造成時間 (min/m) 10 14
 

 
写真-1 施工状況 

 

図-4 地中水平変位 
 

表-2 一軸圧縮試験結果 
 土質区分 目標強度 一軸試験結果

(MN/m2)

No.2
As1 3.00 3.34

Ac2U 1.00 3.89
Ac2U 1.00 3.62

No.3
As1 3.00 5.10

Ac2U 1.00 4.04
Ac2U 1.00 3.06

No.4
As1 3.00 5.08

Ac2U 1.00 1.57
Ac2U 1.00 5.13
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※許容変位量：±87mm
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